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第１節 市民生活安定のための緊急措置 

計画の方針 

災害が発生した場合には、住居や家財等を喪失するなど、多くの市民が被害を受け、心の動揺

や生活の混乱をきたす。このため、市および関係各機関は相互に協力し、職業のあっせん、租税

の徴収猶予および減免、住宅資金貸付、生活必需物資、災害復旧用資機材の確保等の対策を講じ

て、市民の生活の安定と社会秩序の維持を図るほか、一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、

関係機関と連携して、きめ細かな支援（災害ケースマネジメント）を継続的に実施する。 

また、農林漁業者、中小企業者に対する支援措置や災害弔慰金、災害見舞金等の支給、義援金

品の受入れ・配分措置についても適切な対応を図る。 

市は、これらの支援について、様々な手段を通じて周知に努める。 

 

実施担当 

対策項目 課所室等 関係機関 

１ 生活相談窓口の設置 市民生活班 県、関係機関 

２ 雇用対策 企業立地雇用班 ハローワーク秋田、県 

３ 社会秩序の維持、物価の

安定等 

市民生活班 各警察署 

４ 租税および公共料金の特

例措置 

財政班、上下水道総務班 県、日本郵政グループ、東北電

力(株)、東部ガス(株)、ＮＴ

Ｔ、ＮＨＫ 

５ 応急資金、金融対策 福祉班 秋田県社会福祉協議会、秋田

市社会福祉協議会、県 

６ 災害弔慰金および災害障

害見舞金の支給 

福祉班 県 

７ 災害見舞金の支給 福祉班 県 

８ 被災者生活再建支援金 福祉班 県 

９ 住宅建設の促進 住宅政策班 県 

10 就学に関する支援 学校教育班 県教育委員会、 

(独)日本学生支援機構 

11 葬祭の実施（災害救助法） 市民生活班 秋田県葬祭業組合 

12 農林漁業関係対策 農業農村振興班、農地森林整

備班、園芸振興班 

県、関係機関 

13 中小企業関係対策 商工貿易班 県、関係機関 

14 適正な土地利用の推進 各班 県 

15 義援金等の受入れ・配分 財政班、福祉班 県、日本赤十字社秋田県支部、

秋田県共同募金会 

16 がれき等の処理 防災対策班、道路班、公園班、

農地森林整備班、消防部 

国、県、各道路管理者、秋田市

建設業協会、漁業関係者、ボラ



秋田市地域防災計画 

- 546 - 

 

対策項目 課所室等 関係機関 

ンティア、関係機関 

17 衛生面対策 健康危機管理班  

18 災害ケースマネジメント

への移行 

被災者支援の関係部局 秋田市社会福祉協議会、ＮＰ

Ｏ等の民間団体 

 

１ 生活相談窓口の設置 

(1) 相談所の設置 

被災者のための相談所を庁舎、市民サービスセンター、避難所等に設置し、苦情又は要望

などを聞き入れ、適切な対応、措置を実施する。 

 

(2) 関係機関との連携 

県および関係機関等と連携し、種々の相談に対し速やかにかつ適切に対応する。 

 

２ 雇用対策 

市（企業立地雇用班）は、災害により離職を余儀なくされた者の再就職を促進するため、秋

田労働局、秋田公共職業安定所（ハローワーク秋田）および秋田県が行う職業相談などの各種

取組に協力する。 

 

(1) 離職者等への措置 

秋田公共職業安定所（ハローワーク秋田）は、災害により離職や休業を余儀なくされた被

災者について、次の措置を講ずることとしている。 

ア 臨時相談窓口の開設 

イ 公共職業安定所へ赴くことが困難な地域への巡回相談の実施 

ウ 事業主に対する雇用維持の要請等 

また、秋田県は、職業訓練の実施、職業転換給付金などの活用のほか、秋田労働局、秋田

公共職業安定所（ハローワーク秋田）の取組に協力し、被災者の雇用確保に努めることとし

ている。 

 

(2) 雇用保険の失業給付に関する特例措置 

秋田公共職業安定所（ハローワーク秋田）は、災害救助法適用時における雇用保険の失業

給付に関する特例措置として次の措置を講ずることとしている。 

ア 休業事業所の把握 

イ 雇用保険受給者の失業認定に係る取扱いの弾力的運用 

ウ 離職証明書関係手続の弾力的運用 

エ 雇用保険受給手続の弾力的運用 
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(3) 被災事業主に関する措置 

秋田労働局（労働基準監督署）は、災害により労働保険料を所定の期限までに納付するこ

とができない事業主に対して、必要があると認めるときは、労働保険料等の免除、申告・納

付期限の延長および納付の猶予を行うこととしている。 

 

表 ４－１－１ 連絡先リスト 

機関名称 担当部局 連絡先住所 電話 ＦＡＸ 

秋田県 産業労働部 

雇用労働政策課 

秋田市山王三丁目 1-1 860-2334 860-3833 

秋田公共職業安定所 

（ハローワーク秋田） 

 秋田市茨島一丁目 12-

16 

864-4111 864-1815 

秋田労働局労働基準部 労災補償課 秋田市山王七丁目 1-3 883-4275 883-4253 

秋田労働基準監督署  秋田市山王七丁目 1-4 865-3671 865-3785 

 

３ 社会秩序の維持、物価の安定等 

(1) 社会秩序の維持 

被災地およびその周辺においては、警察が独自に、又は防犯協会等と連携し、パトロール

や生活の安全に関する情報の提供等を行い、速やかな安全確保に努める。 

 

(2) 物価の安定、物資の安定供給 

市（市民生活班）および県は生活必需品の物価が高騰しないよう、又は買い占め、売り惜

しみが生じないように監視する。 

 

４ 租税および公共料金の特例措置 

市（財政班）は、災害により被害を受けた市民の自力復興を促進し、安定した生活の早期回

復を図るため、市税の徴収猶予および減免措置等の対策を積極的に推進していく。 

なお、これらの対策が活用されるよう、被災者に対して、対策に関わる情報の提供を十分に

行っていく。 

また、被災者が本対策を迅速かつ有効に活用し、自立復興を進めていくため、手続の簡素化、

迅速化に努める。 

国および県は、被災者の納付すべき国税および県税について、法令および県条例の規定に基

づき、申告、申請、請求、その他書類の提出又は納付もしくは納入に関する期限の延長、徴収

猶予および減免の措置を災害の状況により実施する取扱いとなっている。 

 

(1) 市税等の徴収猶予および減免の措置 

ア 納税期限の延長 

災害により納税義務者等が期限内に申告その他の書類の提出又は市税を納付もしくは納
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入することができないと認めるときは、次の方法により災害がおさまったあと２か月以内

に限り、当該期限を延長する。 

(ｱ) 災害が広範囲に発生した場合は、市長が職権により適用の地域および期限の延長日を

指定する。（秋田市市税条例（昭和 25 年秋田市条例第 36号。以下「市税条例」という。）

第 11 条の２、秋田市国民健康保険税条例（昭和 57 年秋田市条例第９号。以下「国民健

康保険税条例」という。）第 20条第３項） 

(ｲ) その他の場合、災害がおさまった後、被災納税義務者等による申請があったときは、

市長が納期限を延長する。（市税条例第 11 条の２） 

イ 徴収猶予 

災害により財産に被害を受けた納税義務者等が、市税を一時的に納付もしくは納入する

ことができないと認められるときは、その者の申請に基づき１年以内において徴収を猶予

する。なお、やむを得ない理由があると認められるときは、さらに１年以内の延長を行う。

（地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 15条） 

ウ 減免 

被災した納税者（納付）義務者に対し、該当する各税目等について、市長が次により減

免を行う。 

税 目 等 減  免  の  内  容 

個人の市民税 

（個人の県民税を含む） 

被災した納税義務者の状況に応じて減免を行う。（市税条例第

35 条第１項第７号） 

固定資産税 災害により著しく価値が減じた固定資産について行う。（市税

条例第 58条第１項第３号）（地方税法第 367 条） 

特別土地保有税 災害により著しく価値が減じた土地について行う。（市税条例

第 122 条の 10第１項第２号） 

事業所税 被災した事業所用家屋の状況に応じて減免を行う。（市税条例

第 144 条第１項） 

国民健康保険税 被災した納税義務者の状況に応じて減免を行う。（国民健康保

険税条例第 21条第１項第４号） 

国民健康保険療養 

給付費の一部負担金 

徴収猶予および免除、減額を行う。（国民健康保険法（昭和 33

年法律第 192 号）第 44条第１項） 

介護保険料 徴収猶予や保険料の減免を行う。（介護保険法（平成９年法律

第 123 号）第 142 条）（秋田市介護保険条例（平成 12 年秋田市

条例第 23号）第 12条第１項） 

◆資料編 32－３ 税の減免 

 

(2) その他公共料金の特例措置 

その他公共料金の特例措置については下記のとおりとなっている。 

ア 電気事業 

東北電力(株)および東北電力ネットワーク（株）は、原則として災害救助法適用地域の
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被災者を対象とし、経済産業大臣の許可を得て、以下の措置を行う。 

(ｱ) 電気料金の早収期間および支払い期限の延伸 

(ｲ) 不使用月の基本料金の免除 

(ｳ) 建て替え等に伴う工事費負担金の免除（被災前と同一契約に限る） 

(ｴ) 仮設住宅等での臨時電灯・電力使用のための臨時工事費の免除 

(ｵ) 被災により使用不能となった電気設備分の基本料金の免除 

(ｶ) 被災により１年未満で廃止又は減少した契約の料金精算の免除 

(ｷ) 被災に伴う引込線・メーター類の取付位置変更のための諸工料の免除 

イ 都市ガス事業 

東部ガス(株)は、被害の状況によって経済産業大臣の認可を得て、以下の措置を行う。 

(ｱ) 被災者のガス料金の早収期間および支払い期限の延伸 

(ｲ) 事業区域外の被災者が区域内に移住していた場合も、上記(ｱ)を適用する。 

ウ 水道事業 

市上下水道局は、被害の状況により、被災者の水道料金等の減免、又は支払期限の延伸

の措置を行う。 

エ 通信事業 

東日本電信電話(株)は、避難指示等（災害救助法の適用地域含む）で実態的にサービス

が利用できなかった場合、契約者の基本料金および被災による避難で仮住居への移転工事

に関する費用を減免する。 

オ 放送受信料 

日本放送協会は、非常災害があった場合、災害により受信契約の住所の建物が、半壊、

半焼又は床上浸水以上程度の被害を受けた契約者に係る一定期間の放送受信料を免除する

ことができる。 

カ 郵政事業 

日本郵便(株)ほか日本郵政グループは、被害の状況によって、以下の措置を行う。 

(ｱ) 郵便業務関係 

ａ 被災者に対する郵便はがき等の無償交付 

ｂ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

ｃ 被災地あての救助用郵便物の料金免除 

(ｲ) 簡易保険業務関係 

ａ 保険料払込猶予期間の延伸 

ｂ 保険料前納払込の取消しによる保険還付金の即時払 

ｃ 保険金、倍額保険金および未経過保険料の非常即時払 

ｄ 解約償還金の非常即時払 

ｅ 保険貸付金の非常即時払 

(ｳ) 為替貯金業務関係 

ａ 郵便貯金、郵便為替、郵便振替および年金恩給の非常払渡し 

ｂ 郵便貯金および国債等の非常貸付 

ｃ 被災者の救護を目的とする寄付金送金のための郵便振替の料金免除 
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ｄ 民間災害救援団体への災害ボランティア口座寄付金の公募・配分 

ｅ 国債等の非常買取り 

 

５ 応急資金、金融対策 

大規模な災害時には、多くの人々が生命又は身体に危害を受け、住居や家財の喪失、経済的

困窮により地域社会が極度の混乱に陥る可能性がある。そこで、市、県、社会福祉協議会は、

災害時における被災者（事業者を含む）の自立的生活再建（生活復興）を支援するため、関係

機関、団体等と協力し、各種資金の貸付等の措置を講ずる。 

市、県および社会福祉協議会は、これらの被災者の自立的生活再建に対する支援措置につい

て、被災地以外へ疎開などを行っている個々の被災者も含めて広報するとともに、相談窓口を

設置し、被災者の利用を促進する。 

また、これらの措置に当たっては、市、県および社会福祉協議会は、被災者の自立的生活再

建を的確に支援するため、手続の簡素化、事務処理の迅速化を図る。 

加えて、市は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができる

よう、災害ケースマネジメントの実施等により、見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用し

たきめ細かな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に

努める。 

◆資料編 32－１ 災害援護資金等の貸付け 

 

(1) 災害援護資金の貸付 

市（福祉班）は、災害により住居や家財を失った被災者等を救済するため、「災害弔慰金の

支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号。以下「災害弔慰金の支給等に関する法律」と

いう。）」に基づく「秋田市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49 年秋田市条例第 32 号。

以下「災害弔慰金の支給等に関する条例」という。）」に従い、災害援護資金の貸付を行う。 

 

(2) 生活福祉資金の貸付 

秋田県社会福祉協議会は、「生活福祉資金貸付制度要綱」に基づく、低所得世帯、障がい者

世帯又は高齢者世帯に対し、民生委員・児童委員および市社会福祉協議会の協力を得て、災

害を受けたことにより臨時に必要となる経費の貸付を行う。 

ア 借入の手続 

貸付を受けようとする者は、市社会福祉協議会に備えつけられている借入申込書をその

居住地を担当区域とする民生委員・児童委員を通じ、市社会福祉協議会を経由して、秋田

県社会福祉協議会長に提出する。 

イ 貸付金の種類 

福祉資金（福祉費） 

※災害救助法が適用されない小規模な災害や、被害の程度が災害弔慰金の支給等に関する法

律に基づく「災害援護資金」貸付対象にならない場合に貸付を行う。 
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(3) 母子父子寡婦福祉資金の貸付 

市は、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39 年法律第 129 号。以下「母子及び父子並び

に寡婦福祉法」という。）に基づき、災害により被害を受けた母子・父子家庭等および寡婦に

対し、その経済的自立と生活意欲の助長促進を図るため、母子父子寡婦福祉資金の貸付を行

う。 

ア 貸付の対象 

配偶者がなく、現に児童（20 才未満の者）を扶養している者および母子及び父子並びに

寡婦福祉法の対象となっている寡婦等。（いずれも児童扶養手当受給者か同様の所得水準の

者に限る。） 

ただし、現に扶養する子等のない寡婦および 40才以上の配偶者のない女子の場合は、前

年度所得が政令で定める額以下の者を原則とする。 

イ 借入の手続 

貸付を受けようとする者は、貸付申請書に関係書類を添付して申請する。 

ウ 貸付金の種類 

(ｱ) 事業開始資金 

(ｲ) 事業継続資金 

(ｳ) 修学資金 

(ｴ) 技能習得資金 

(ｵ) 修業資金 

(ｶ) 就職支度資金 

(ｷ) 医療介護資金 

(ｸ) 生活資金 

(ｹ) 住宅資金 

(ｺ) 転宅資金 

(ｻ) 就学支度資金 

(ｼ) 結婚資金 

 

(4) 恩給・共済年金担保融資等の手続 

(株)日本政策金融公庫には、恩給・共済年金担保融資および災害貸付の制度がある。貸付

を受けようとする者は、貸付申込書に証書および貸付証明書を添付して、(株)日本政策金融

公庫に提出する。 

 

６ 災害弔慰金および災害障害見舞金の支給 

市は、災害により家族を失い、精神又は身体に著しい障がいを受けた被災者を救済するため、

災害弔慰金の支給等に関する法律の規定に基づき制定した災害弔慰金の支給等に関する条例に

より、災害弔慰金および災害障害見舞金の支給を行う。 
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(1) 災害弔慰金 

対象となる災害 ア 当該市町村の区域内において住居の減失（100％）した世帯の数が５

以上ある災害 

イ 当該都道府県の区域内において住居の減失（100％）した世帯の数が

５以上の市町村が３以上存在する災害 

ウ 当該都道府県の区域内において災害救助法が適用された災害 

エ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２

以上ある災害 

支給対象 災害による死亡者で、災害発生時に秋田市の区域内に住所を有していた

者の遺族 

支給対象遺族 死亡当時の遺族一人（配偶者、子、父母、孫、祖父母の順で、いずれも

存在しない場合は兄弟姉妹に支給） 

※ただし、死亡当時、上記遺族が存しない場合には、死亡者と同居し、

又は生計を同じくしていた兄弟姉妹も含む。 

支給額 ア 生計維持者が死亡した場合   500 万円 

イ その他の者が死亡した場合   250 万円 

 

(2) 災害障害見舞金 

対象となる災害 ア 当該市町村の区域内において住居の減失（100％）した世帯の数が５

以上ある災害 

イ 当該都道府県の区域内において住居の減失（100％）した世帯の数が

５以上の市町村が３以上存在する災害 

ウ 当該都道府県の区域内において災害救助法が適用された災害 

エ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２

以上ある災害 

支給対象 災害により負傷し、精神又は身体に著しい障がいを受けた者（災害弔慰

金の支給等に関する法律の別表に示される程度の障がい） 

支給額 ア 生計維持者   250 万円 

イ その他の者   125 万円 

◆資料編 32－５ 秋田市災害弔慰金の支給等に関する条例 

〃  32－６ 秋田市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則  
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７ 災害見舞金の支給 

災害により被害を受けた市民に対し、「秋田市災害見舞金給付要綱（平成８年 12 月 24 日）」

に基づき、市は災害見舞金の支給を行う。 

対象となる災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常と認められる

自然現象および火災 

支給対象 ア 災害により死者、行方不明者又は重傷者を出した世帯 

イ 火災により住家を全焼し、又は半焼した世帯 

ウ 火災以外の災害により住家を全壊し、流失し、又は半壊した世帯 

エ 床上浸水により住家に被害を受けた世帯 

オ アからエに掲げるもののほか、市長が特に必要と認める世帯 

見舞金支給額 

（１世帯につき） 

ア 死亡又は行方不明者(１人につき)    150,000 円 

イ 重傷者(１人につき)          50,000 円 

ウ 全焼、全壊又は流失          100,000 円 

エ 半焼又は半壊             50,000 円 

オ 床上浸水               50,000 円 

◆資料編 32－７ 秋田市災害見舞金給付要綱 

〃 32－８ 秋田市災害見舞金給付要領 

 

８ 被災者生活再建支援金 

自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた者で、都道府県が相互扶助の観点から拠出し

た基金を活用して被災者生活再建支援金を支出する被災者生活再建支援法（平成 10 年法律第

66 号。以下「支援法」という。）に基づき、災害が発生した場合は、その積極的な活用を図る。 

 

(1) 制度の対象となる自然災害 

支援法の対象となる自然災害は、被災者生活再建支援法施行令（平成 10 年政令第 361 号）

第１条の定めにより次に掲げるとおりの被害をもたらした自然災害である。 

ア 災害救助法施行令（昭和 22 年政令第 225 号）第１条第１項第１号又は第２号に該当する

被害が発生した市町村 

イ 10 世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村 

ウ 100 世帯以上の住宅全壊被害が発生した都道府県 

 

(2) 制度の対象となる被災世帯 

支援法の対象となる被災世帯は、前項（１）の「制度の対象となる自然災害」に定める災

害により、被害を受けた世帯である。（支援法第２条第２項） 

ア 住宅が「全壊」した世帯 

イ 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 
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ウ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯 

エ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世

帯） 

オ 住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模半壊

世帯） 

 

(3) 支援金の支給額 

被災した世帯に対し、基礎支援金および加算支援金の合計額を支給する（最大支給額 300

万円）。なお、年齢・年収要件および使途の制限はない。 

区分 
基礎支援金 

（住宅の被害程度） 

加算支援金 

（住宅の再建方法） 

複数世帯 

全壊 

解体 

長期避難 

100 万円 

建設・購入 200 万円 

補修 100 万円 

賃借（公営住宅以外） 50 万円 

大規模半壊 50 万円 

建設・購入 200 万円 

補修 100 万円 

賃借（公営住宅以外） 50 万円 

中規模半壊 － 

建設・購入 100 万円 

補修 50 万円 

賃借（公営住宅以外） 25 万円 

単数世帯 

全壊 

解体 

長期避難 

75 万円 

建設・購入 150 万円 

補修 75 万円 

賃借（公営住宅以外） 37.5 万円 

大規模半壊 37.5 万円 

建設・購入 150 万円 

補修 75 万円 

賃借（公営住宅以外） 37.5 万円 

中規模半壊 － 

建設・購入 75 万円 

補修 37.5 万円 

賃借（公営住宅以外） 18.75 万円 

 

(4) 支援金の支給申請 

申請窓口 市町村 

申請時の添付書面 １ 基礎支援金：罹災証明書、住民票等 

２ 加算支援金：契約書（住宅の購入、賃借等）等 

申請期間 １ 基礎支援金：災害発生日から 13 月以内 

２ 加算支援金：災害発生日から 37 月以内 
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(5) 支援金支給の仕組み 

 

  

 

９ 住宅建設の促進 

災害により住宅を滅失又は焼失した被災者のうち、自力での住宅建設ができない者に対する

恒久的な対策として、市は災害公営住宅の建設および既設公営住宅の復旧を実施する。市で対

応が困難な場合は、県が代わって災害公営住宅を建設し、居住の安定を図る。 

また、自力で住宅を建設する被災者に対しては、独立行政法人住宅金融支援機構による住宅

資金の貸付に対する情報の提供と指導を行い、迅速な事務処理体制を整える。 

 

(1) 住宅建設および復旧計画の検討 

市は、迅速な災害公営住宅の建設、既設公営住宅の復旧を図るため、県の助言・指導を受

けながら、住宅被害の実態を把握し、住宅災害確定報告書、被災者名簿、滅失住宅地図を作

成する。その上で、災害住宅整備計画および復旧計画を作成し、予算の確保、用地の確保等

を含めて県の支援を要請する。 

県は、市だけで住宅の建設・復旧に対応可能かどうかを含めて検討の上、市と県との役割

分担を決定し、併せて市への支援内容を決定する。 

 

(2) 公営住宅の建設・復旧 

ア 建設資金 

公営住宅法（昭和 26年法律第 193 号）第８条又は激甚災害に対処するための特別の財政

援助等に関する法律（以下、「激甚法」という。）第 22条の規定に基づき、激甚災害により

滅失した住宅に居住していた者に賃貸するための災害公営住宅の建設等を行う場合、市は

建設費用について国からの補助を受ける。 

イ 建設事業の実施 

市および県は、建設計画に基づき、災害公営住宅の建設、既設公営住宅の復旧を実施す

る。住宅建設に当たっては、要配慮者の入居を想定し、バリアフリー化に努める。 

ウ 入居者の選定 

市は、県の助言・指導を受け、新居を必要とする市民の被災状況、生活実態等に配慮し

ながら、特定入居を行うときの選定基準を作成し、入居者を選定する。 

 

基金の拠出 申 請

県

支援金支給 被災者生活再建支援法人 （市町村・県経由）

事務委託 被災者

((財)都道府県センター)

国

補助金交付 支援金支給

（支援金の1 2）/
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(3) 災害復興住宅融資の利用 

独立行政法人住宅金融支援機構は、災害により住宅に被害を受けた者で基準に該当する者

に対して、独立行政法人住宅金融支援機構法の規定により災害復興住宅資金の融資を適用し、

建設・購入資金又は補修資金の貸付を行うこととなっている。 

市は、被災地の滅失家屋の状況を遅滞なく調査し、災害復興住宅融資の適用災害に該当す

るときは、被災者に対し当該資金の融資が円滑に行われるよう、借入れ手続の指導、融資希

望者家屋の被害状況調査および被害率の認定を早期に実施し、災害復興住宅融資の促進を図

るよう努める。 

 

10 就学に関する支援 

(1) 教科書等の無償給与（災害救助法） 

市は、災害救助法に基づき、災害により学用品を失った児童生徒に対して、教科書や教材、

文房具、通学用品を支給する。 

給与の詳細については、第３章第 21 節「学校等における応急対策」の３項を準用する。 

 

(2) 小・中学生の就学援助措置 

ア 支援の内容 

災害による経済的な理由によって就学が困難な児童生徒の保護者を対象に、学用品費、

通学費、学校給食費等を援助する。 

イ 対象者 

要保護世帯、準要保護世帯（市が要保護世帯に準ずる程度に困窮していると認めた世帯）

とする。 

ウ 問合せ 

県、市、学校とする。 

 

(3) 授業料減免措置 

ア 支援の内容 

災害による経済的な理由によって授業料等の納付が困難な生徒を対象に、授業料、入学

金および入学検定料等の徴収猶予又は減額、免除する。 

イ 対象者 

地方公共団体の長が天災その他特別の事情のある場合において減免を必要とすると認め

る者を対象とする。 

ウ 問合せ 

県、市、学校とする。 

 

(4) 奨学金制度の緊急採用 

ア 支援の内容 

災害により家計が急変し緊急に奨学金の貸付が必要となった生徒・学生に対して、奨学
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金の貸出（無利子）を緊急に受け付け・採用する。 

イ 対象者 

高等学校、大学、短期大学、大学院、高等専門学校、専修学校の生徒・学生とする。 

ウ 問合せ 

高等学校等の生徒については各学校、（公財）秋田県育英会とする。 

大学、短期大学、大学院、高等専門学校又は専修学校（専門課程）の学生・生徒について

は各学校、独立行政法人日本学生支援機構とする。 

 

(5) 児童手当等の特別措置 

ア 支援の内容 

被災者に対する児童扶養手当・特別児童扶養手当、特別障がい者手当・障がい児福祉手

当について、所得制限の特例措置を講ずる。 

イ 対象者 

障がい者のいる世帯、児童扶養手当受給者世帯とする。 

ウ 問合せ 

市とする。 

 

11 葬祭の実施（災害救助法） 

(1) 支援の内容 

遺族で遺体の埋葬（火葬）を行うことが困難な場合又は死亡した者の遺族がいない場合、

市が遺族に代わって応急的に埋葬を行う。 

 

(2) 対象者 

ア 災害救助法が適用された市町村において遺体の埋葬（火葬）を行うことが困難な遺族 

イ 死亡した者の遺族がいない場合も対象となる。 

 

(3) 問合せ 

県、市（災害救助法が適用された場合）とする。 

 

12 農林漁業関係対策 

県は、災害により被害を受けた農林漁業者又は農林漁業者の組織する団体に対し、復旧を促

進し、農林漁業の生産力の回復と経営の安定を図るため、政府系金融機関および一般金融機関

に特別の配慮を要請し、以下のような災害復旧に必要な資金の融資が迅速かつ円滑に行われる

よう努めることとしている。 

(1) 天災融資法による災害経営資金 

天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法（昭和 30 年法律第

136 号。以下「天災融資法」という。）第２条第１項の規定に基づき、政令で指定された天災
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による被害を受けた農林水産業者に対し、再生産に必要な低利の経営資金を融資する制度で

ある。申込みは、金融機関（農協、銀行等）へ行う。 

ア 対象者 

農業者の場合、減収量 30％以上、かつ、損失額 10％以上の被害を受けた者で、市長の認

定を受けた者 

イ 貸付条件 

(ｱ) 貸付利率：天災融資法が発動される都度決定する 

(ｲ) 貸付限度額：個人 200 万円、法人 2,000 万円ほか 

(ｳ) 貸付期間（償還期限）：３～６年 

(ｴ) 資金使途：種苗、肥飼料、農薬、燃料費等、農林漁業経営に必要な資金 

ウ 激甚災害として指定された場合は以下の特例を適用（激甚法第８条） 

(ｱ) 天災融資法の対象となる経営資金の貸与限度額を 250 万円に、政令で定める資金とし

て貸付られる場合の貸付限度額については 600 万円に引き上げ、償還期間を政令で定め

る経営資金については７年とする。 

(ｲ) 政令で定める地域について被害を受けた農業協同組合等、又は農業協同組合連合会に

対する天災融資法の対象となる事業運営資金の貸付限度額を引き上げる。 

 

(2) (株)日本政策金融公庫による農林水産事業資金 

被災農林漁業者に対し、農林漁業の生産力維持増進施設等の災害復旧時に必要な長期かつ

低利の資金を(株)日本政策金融公庫が融通する制度である。申し込みは、(株)日本政策金融

公庫、農業協同組合、受託金融機関へ行う。 

ア 農業関係 

(ｱ) 農業経営基盤強化資金 

(ｲ) 経営体育成強化資金 

(ｳ) 畜産経営環境調和推進資金 

(ｴ) 農林漁業セーフティーネット資金 

(ｵ) 農林漁業施設資金（災害復旧） 

(ｶ) 農業基盤整備基金 

(ｷ) 農林漁業経営資本強化資金 

イ 林業関係 

(ｱ) 林業基盤整備資金（造林・林道・利用間伐） 

(ｲ) 森林整備活性化資金 

(ｳ) 農林漁業セーフティーネット資金 

(ｴ) 林道基盤整備資金（災害復旧） 

(ｵ) 農林漁業施設資金（災害復旧） 

(ｶ) 農林漁業経営資本強化資金 

ウ 漁業関係 

(ｱ) 漁業経営改善支援資金 

(ｲ) 農林漁業セーフティーネット資金 
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(ｳ) 農林漁業施設資金（災害復旧） 

(ｴ) 漁業基盤整備資金 

 

(3) 農業災害補償共済金の支払いの促進 

農業経営者が災害によって受ける損失を補償する、農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）

に基づく農業共済について、災害時に農業共済組合等の補償業務の迅速、適正化を図るとと

もに、早期に共済金の支払いができるよう指導する。 

 

(4) その他の補助 

ア 農林地等の災害復旧事業に係る補助の特別措置 

この特別措置は、その年に発生した激甚災害に係る災害復旧事業および災害関連事業に

要する経費の額から、災害復旧事業について、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の

暫定措置に関する法律（昭和 25 年法律第 169 号。以下「暫定措置法」という。）第３条第

１項の規定により補助する額、関連事業については通常補助する額を、それぞれ控除した

額に対して一定の区分に従い、超過累進率により嵩上げを行い措置する。 

イ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業の補助の特例 

激甚災害を受けた共同利用施設の災害復旧について、暫定措置法の特例を定め、１か所

の工事費用が政令で指定される地域内の施設について１か所の工事費用を 13 万円に引き

下げて補助対象の範囲を拡大する。 

ウ 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

エ 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

オ 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

◆資料編 32－２ 経営資金 

 

13 中小企業関係対策 

市（商工貿易班）および県は、災害時の被災中小企業者に対し、速やかな事業復興と経営の

安定化を図るための対策を講ずる。 

また、一般金融機関（普通銀行、信用金庫、信用組合）および政府系金融機関（(株)日本政策

金融公庫、(株)商工組合中央金庫）の融資ならびに信用保証協会による融資の保証、災害融資

特別県費預託等により施設の復旧に必要な資金および事業費の融資が迅速かつ円滑に行われる

よう必要な措置を実施し、国に対しても要望する。 

市は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害発生時に中小企業

等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努める。 

 

(1) 資金需要の把握 

市および県は、中小企業関係の被害状況について調査し、再建のための資金需要について

速やかに把握する。 
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(2) 貸金貸付の簡易迅速化、条件の緩和等の措置 

市および県は、本市を管轄する金融機関に対して被害の状況に応じ貸付手続の簡易迅速化、

貸付条件の緩和等について特別の取扱いを実施するよう要請する。 

市は、県、関係金融機関、信用保証協会、関係指導機関等と緊急連合会を開催し、災害融

資の円滑化を図る。 

ア 中小企業信用保険法（昭和 25年法律第 264 号）による災害関係保証の特例 

(ｱ) 激甚災害につき災害救助法が適用された地域内に事業所を有し、かつ、激甚災害を受

けた中小企業者、事業協同組合等の再建資金の借入に関する担保限度額を別枠として設

ける。 

(ｲ) 災害関係保証の保険についての保険価額を 100 分の 70 から 100 分の 80 まで引き上げ

る。 

イ 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

 

(3) 中小企業者に対する金融制度の周知徹底 

市は、広報により中小企業関係団体とともに、国、県ならびに政府系金融機関等が行う金

融の特別措置について中小企業者に周知徹底を図る。 

商工会議所、中小企業団体中央会等の協力を得て、金融巡回相談を行い、融資の指導あっ

せんを行う。 

 

(4) 政府系金融機関に対する災害特別融資の要請 

市は、県に対し、(株)商工組合中央金庫、(株)日本政策金融公庫等の金融資金の災害特別

あっせんを要請する。 

 

(5) 地域経済復興支援対策本部の設置 

ア 実施体制 

被災中小企業者等を総合的に支援するため、次の機関で構成する地域経済復興支援対策

本部を設置する。 

(ｱ) 県（産業労働部、関連部局、地域振興局） 

(ｲ) 秋田市 

(ｳ) 秋田県信用保証協会 

(ｴ) 金融機関（政府系金融機関、銀行、信用金庫、信用組合） 

(ｵ) (公財)あきた企業活性化センター 

(ｶ) 秋田県商工会連合会 

(ｷ) 秋田県商工会議所連合会 

(ｸ) 秋田県中小企業団体中央会 

イ 復興事業の促進 

地域経済復興支援対策本部は、被災中小企業者等の被害実態を把握し、関連機関と連携

して被災中小企業者等に対して次の措置を講ずる。 

(ｱ) 事業の継続、再開に必要な資金融資の円滑化 
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(ｲ) 既存借入金の償還期限の延長 

(ｳ) 各種補助、助成制度の優先的な適用 

(ｴ) 稼働可能設備等の確認および受発注のあっせん 

(ｵ) 原材料入手経路、販売先ルート等の経営情報の提供 

(ｶ) 従業員確保のための人材情報の提供 

(ｷ) 新たな支援制度の創設 

 

14 適正な土地利用の推進 

復旧・復興に当たっては、災害に対する危機感から、安全性の高い土地需要の増加により、

特定地域の地価が高騰しないよう注視するとともに、県と市との連携により適正かつ合理的な

土地利用を推進し、都市計画の必要な見直しを行っていく。 

 

15 義援金等の受入れ・配分 

大規模な災害時には、多くの人々が生命又は身体に被害を受け、住居や家財の喪失、経済的

困窮により地域社会が極度の混乱に陥る可能性がある。市は、災害時における被災者の自立的

生活再建（生活復興）を支援するため、県、関係機関等と協力し、被災者に対する義援金等の

募集および配分等の措置を迅速に講ずる。 

なお、本計画で記載する義援金には、特定の個人、施設、団体等への配分を指定する見舞金、

寄付金等は含まない。 

 

(1) 義援金等の受付 

市（財政班）は、義援金等の申し出があった場合、直ちに義援金等の受付窓口を設置し、

義援金等の受付を実施する。義援金等の受付方法等については、市ホームページ、新聞、テ

レビ、ラジオ等の報道機関と協力し、次の義援金等の受付方法等について広報・周知を図る。 

なお、県、日本赤十字社秋田県支部、秋田県共同募金会においても、同様に義援金等の募

集および受付が実施されることがある。 

ア 義援金 

(ｱ) 振込銀行口座（銀行名、口座番号、口座名等） 

(ｲ) 受付窓口 

イ 救援物資 

(ｱ) 希望する物資、希望しない物資（需給状況に対応）を報道機関および市ホームページ

等で公表する。 

(ｲ) 送り先、受入れ窓口および受入れ場所 
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＜留意点＞ 

 災害発生直後において食糧や生活物資の一部が不足している状況が報道されると、個人

を中心に全国から救援物資が寄せられる。しかし、不特定多数からの小口の救援物資を、

必要としている被災者に、必要としている物を、必要としている時期に分類・仕分けをし

て配布することは極めて難しい。 

 このことから、全国からの善意を無駄にしないためにも、市は、報道機関等を通じ、個人

からの救援物資は対応が困難であることを呼びかけるとともに、被災者へ善意を寄せてい

ただける場合は、できるだけ義援金での支援に理解を求めるよう呼びかける。 

 また、義援物資の募集を行う際には、多様化・詳細化するニーズ、また時間とともに変化

するニーズに合せて希望する物資およびその時期について公表する。 

 過剰に送られた物資や季節の変化により必要のなくなった物資については、新たな倉庫

の確保およびその保管について、必要に応じて物流事業者に協力を要請する。最終的に長

期間滞留し、その後も使用される見込みのない物資がある場合は、ＮＰＯ等の協力を得て、

被災者への無償配付を行うなどにより活用する。 

 

(2) 配分方法等の検討 

市は、被災者あてに寄託された義援金を公平かつ適正に配分することを目的として秋田県

が設置する義援金配分のための委員会（以下、委員会という。）に参加し、委員会の中で配分

方法等を検討する。 

 

(3) 義援金等の保管および送納 

市は、寄託された被災者に対する義援金等については、被災者に配分するまでの間、適正

に保管するとともに、委員会に随時送納する。 

 

(4) 義援金等の配分等 

ア 配分方法の決定 

委員会は、市等の受付機関で受け付けた義援金等の被災者に対する配分方法（対象、基

準、時期ならびにその他必要な事項）について、協議の上、決定する。 

イ 配分の実施 

市は、委員会において決定された義援金等の配分方法により、被災者に対し迅速かつ適

正に配分する。 

ウ 配分の公表 

委員会では、被災者に対する義援金等の配分結果について、秋田市防災会議に報告する

とともに報道機関等を通じて公表する。 
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16 がれき等の処理 

(1) 道路・公園等の公共用地 

市（道路班・公園班）は、風水害や地震、津波により発生した、ごみ・土砂等の除去・収

集・処理等を実施する。 

 

(2) 民地 

市は、風水害や地震、津波により堆積した土砂・泥やその他のごみの清掃用として、土の

う袋およびごみ袋を市民およびボランティアに配布する。 

また、市は、職員による巡視などによって被災地域の状況の把握に努めるとともに、自ら

の資力で障害物の除去ができない被災者について、日常生活に著しく支障を及ぼすごみ・土

砂等の除去、又は解体を実施する。 

 

(3) 農地 

農地における風水害や地震、津波によるごみ・土砂等の除去については、農地等の災害復

旧事業等を活用し、除去・収集・処理等、必要な措置を講ずる。 

 

(4) 津波により海に流出したごみ 

市は、津波により海に流出したごみの処理について、国、県や関係機関、応援協定団体、

漁業関係者およびボランティアの協力を得て、公物管理上、船舶の航行上および漁業従事上

の支障を除去する必要性等を考慮し、ごみの状況把握、地域や海域の実情に応じた措置、種

類や性状に応じた適切な処理等、必要な措置を講ずる。 

 

(5) 海岸に漂着した危険物 

市（防災対策班）および消防部は、海岸に漂着した危険物について、第一通報者への対応、

現地確認の準備、現地の状況把握、関係機関への連絡、専門家の要請、海岸利用者・地域住

民の安全確保等の対応を行い、発見者および周辺住民の安全を図る。 

 

17 衛生面対策 

市（健康危機管理班）は、災害時の防疫措置に必要な薬剤・器具機材等を迅速に調達し、防

疫活動を行う人員を確保して、水害や津波による浸水区域を中心に防疫活動を実施する。 

大規模な被害により広範囲に消毒作業が必要な場合、市（健康危機管理班）は住宅および建

物の敷地等の消毒に使用する消毒薬剤の調達を行い、町内会等の各団体に消毒薬剤を配布する。 

また、状況に応じ、民間企業等への協力要請を検討し、消毒作業に必要な支援体制を確保す

る。 

なお、町内会等への消毒薬剤配布の際には、使用方法等の説明を十分に行い、薬剤による被

害が発生しないように努める。 
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18 災害ケースマネジメントへの移行 

被災者ごとに被災の状況が異なり求められる支援も様々になることから、必要な支援を迅速

にきめ細かに届けられるよう状況を把握した上で復興支援を行う災害ケースマネジメントの手

法に移行し継続的に実施する。 

(1) 目的 

ア 被災者の自立・生活再建の早期実現 

イ 支援制度に関する情報が届いていない被災者に対する支援漏れの防止 

ウ 災害関連死の防止 

エ 地域社会の活力維持への貢献 

 

(2) 内容 

ア 平時 

市（福祉班）は平常時から秋田市社会福祉協議会やＮＰＯ等の民間団体など支援機関と

連携体制を構築し、被災者支援の関係部局と共有する。 

イ 復興時 

(ｱ) アウトリーチ（戸別訪問や相談等）による状況把握 

被災者への戸別訪問や相談対応などのアウトリーチにより、支援が必要な被災者の課

題の把握を行う。 

(ｲ) ケース会議による支援方針の検討 

被災者支援の関係部局は、支援機関と被災者一人ひとりの課題に応じた支援について

検討するケース会議を実施する。 

(ｳ) 適切な支援策へのつなぎ 

被災者の自立・生活再建に向けて、アウトリーチによる状況把握やケース会議による

支援策の検討を継続し、適切な支援策につなげる。 
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第２節 激甚災害の指定 

計画の方針 

災害による被害規模が甚大な場合には、激甚法に基づき財政援助等を受けて公共施設の災害復

旧事業や被災者等への支援措置が迅速かつ円滑に実施できるようにするため、災害の状況を速や

かに調査し、実情を把握して早期に激甚災害あるいは局地激甚災害の指定を受けられるよう措置

する。 

 

実施担当 

対策項目 課所室等 関係機関 

１ 激甚災害指定の手続 防災対策班  

２ 激甚災害に関する被害状

況等の報告 

防災対策班  

３ 激甚災害指定の基準   

４ 災害復旧事業計画 各班  

５ 激甚災害に対する援助措

置 

各班  

６ 復旧事業の促進 各班  

 

１ 激甚災害指定の手続 

(1) 被害調査 

甚大な災害が発生した場合は、市長は直ちに被災地を調査し、被災状況を知事へ報告する。 

 

(2) 激甚災害指定の決定 

知事は、被害調査結果を取りまとめ、内閣総理大臣に報告する。内閣総理大臣は、知事の

報告に基づき中央防災会議の意見を聞いて、激甚災害として指定すべき災害かどうか判断し、

政令により指定する。なお、中央防災会議は内閣総理大臣に答申するに際し、激甚災害指定

基準又は局地激甚災害指定基準に基づいて、激甚災害として指定すべき災害かどうかを答申

する。 
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２ 激甚災害に関する被害状況等の報告 

市は、県が行う激甚災害および局地激甚災害に関する調査等に協力するため、災害後迅速か

つ正確に公共施設等の被害情報を把握するための体制を整える。 

なお、知事は、県内に災害が発生した場合、被害状況等を検討の上、激甚災害および局地激

甚災害の指定を受ける必要があると思われる事業について、県の各関係部局に必要な調査を行

わせる。県の関係部局は、施設その他の被害額、復旧事業に要する負担額、そのほか、激甚法

に定める必要な事項を取りまとめる。 

 

３ 激甚災害指定の基準 

激甚災害については、「激甚災害指定基準」（昭和 37 年 12 月７日・中央防災会議決定）と、

「局地激甚災害指定基準」（昭和 43 年 11 月 22 日・中央防災会議決定）の２つの指定基準があ

る。 

 

４ 災害復旧事業計画 

各機関は、被災施設の復旧事業計画又は査定計画を速やかに策定し、復旧事業が適期に実施

できるよう努める。 

また、復旧事業計画の策定に当たっては、関係機関が十分連絡調整を図って、災害の原因、

災害地の状況および社会経済的影響を検討し、再度の災害の防止を図る。 

なお、がれき等の処理に当たっては、海洋環境への汚染の未然防止又は拡大防止のため、関

係法令を考慮の上、適切な措置を講ずる。 

 

５ 激甚災害に対する援助措置 

(1) 特別財政援助の交付手続 

市は激甚災害又は局地激甚災害の指定を受けたときは、特別財政援助額の交付に係る調書

等を速やかに作成し、県の関係部局に提出する。 

 

(2) 激甚災害による財政援助対象事業等 

激甚法に定める財政援助等を受ける事業等は次のとおりである。 

ア 公共土木施設災害復旧事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号。以下「公共土木施設

災害復旧事業費国庫負担法」という。）の規定の適用を受ける公共土木施設の災害復旧事業 

イ 公共土木施設災害復旧事業関連事業 

公共土木施設災害復旧事業のみでは再度災害の防止に十分な効果が期待できないと認め

られるため、これと合併併行する公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第３条に掲げる

施設で政令に定めるものの新設又は改良に関する事業 
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ウ 公立学校施設災害復旧事業 

公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28年法律第 247 号）の規定の適用を受ける市

立学校（地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 108 号）第 68 条第１項に規定する公立大

学法人が設置する学校を含む。第 24 条第１項において同じ。）の施設の災害復旧事業 

エ 公営住宅災害復旧事業 

公営住宅法第８条第３項の規定の適用を受ける公営住宅および共同施設の建設又は補修

に関する事業 

オ 生活保護施設災害復旧事業 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 40条（地方自治体が設置するもの）又は第 41

条（社会福祉法人又は日本赤十字社が設置するもの）の規定により設置された保護施設の

災害復旧事業 

カ 児童福祉施設災害復旧事業 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 35 条第２項から第４項までの規定により設置

された児童福祉施設の災害復旧事業 

キ 幼保連携型認定こども園等災害復旧事業 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法

律第 77 号）第 12 条若しくは就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 66 号）附則第 4 条第 1 項の規定に

より設置された幼保連携型認定こども園（国（国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）

第２条第１項に規定する国立大学法人を含む。）が設置したものを除く。）又は認定こども

園法一部改正法附則第３条第２項に規定するみなし幼保連携型認定こども園の災害復旧事

業 

ク 養護・特別養護老人ホーム災害復旧事業 

老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 15 条の規定により設置された養護老人ホーム

および特別養護老人ホームの災害復旧事業 

ケ 身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 

身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 28 条第１項又は第２項の規定により、

県又は市が設置した身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 

コ 障がい者支援施設等災害復旧事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）

第 79 条第 1 項もしくは第２項又は第 83 条第２項もしくは第３項の規定により、県又は市

が設置した障がい者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害福祉サービス

（同法第５条第７項に規定する生活介護、同条第 12 項に規定する自立訓練、同条第 13 項

に規定する就労移行支援又は同条第 14 項に規定する就労継続支援に限る。）の事業の用に

供する施設の災害復旧事業 

サ 女性自立支援施設復旧事業 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第 52 号）第 12 条第１項

の規定により県が設置した女性自立支援施設（市又は社会福祉法人が設置した女性自立支

援施設で県から同項に規定する自立支援の委託を受けているものを含む。）の災害復旧事業 
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シ 感染症指定医療機関災害復旧事業 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）に

規定する感染症指定医療機関の災害復旧事業 

ス 感染症予防事業 

激甚災害のための感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 58 条の

規定による県、保健所を設置する市の支弁に係る感染症予防事業 

セ 私立幼稚園の災害復旧事業 

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65号）第 27条第１項の規定により確認された

私立の学校教育法（昭和 22 年法律第 26号）第１条に規定する幼稚園（第 17条第１項にお

いて「特定私立幼稚園」という。）の災害復旧事業 

ソ 堆積土砂排除事業 

(ｱ) 公共施設の区域内の排除事業 

激甚災害に伴い発生した土砂等の流入、崩壊等により河川、道路、公園その他の施設

で政令で定めるものの区域内に堆積した政令で定める程度に達する異常に多量の泥土、

砂礫れき、岩石、樹木等（以下「堆たい積土砂」という。）の排除事業で地方公共団体又

はその機関が施行するもの（他の法令に国の負担若しくは補助に関し別段の定めがある

もの又は国がその費用の一部を負担し、若しくは補助する災害復旧事業に付随して行う

ものを除く。） 

(ｲ) 公共施設の区域外の排除事業 

激甚災害に伴い発生した前号に規定する区域外の堆たい積土砂であって、市長が指定

した場所に集積されたもの又は市長がこれを放置することが公益上重大な支障があると

認めたものについて、市が行う排除事業（他の法令に国の負担又は補助に関し別段の定

めがあるものを除く。） 

タ たん水排除事業 

激甚災害の発生に伴い浸入した水で浸入状態が政令で定める程度に達するものの排除事

業で地方公共団体が施行するもの 

 

  



第４章 災害復旧・復興計画 

第２節 激甚災害の指定 

- 569 - 

 

表 ４－２－１ 激甚災害に関する財政援助措置の対象事業 

区分 対象事業 適用条項※ 

１ 公共土木

施設災害復

旧事業等に

関する特別

の財政援助 

(1) 公共土木施設災害復旧事業 

(2) 公共土木施設災害復旧事業関連事業 

(3) 公立学校施設災害復旧事業 

(4) 公営住宅災害復旧事業 

(5) 生活保護施設災害復旧事業 

(6) 児童福祉施設災害復旧事業 

(7) 幼保連携型認定こども園等災害復旧事業 

(8) 養護・特別養護老人ホーム災害復旧事業 

(9) 身体障がい者社会参加支援施設災害復旧事業 

(10)障がい者支援施設等災害復旧事業 

(11)女性自立支援施設復旧事業 

(12)感染症指定医療機関災害復旧事業 

(13)感染症予防事業 

(14)私立幼稚園の災害復旧事業 

(15)堆積土砂排除事業 

（公共施設区域内､公共施設区域外） 

(16)湛水排除事業 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３条関係 

第３，17条関係 

第３条関係 

 

第３，10条関係 

２ 農林水産

業に関する

特別の助成 

(1) 農地等の災害復旧事業に係る補助の特別措置 

(2) 農林水産業共同利用施設災害復旧事業の補助の特例 

(3) 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

(4) 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通

に関する暫定措置の特例 

(5) 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

(6) 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

(7) 共同利用小型漁船の建造費の補助 

(8) 森林災害復旧事業に対する補助 

第５条関連 

第６条関係 

第７条関係 

第８条関係 

 

第９条関係 

第 10 条関係 

第 11 条関係 

第 11 条の２関係 

３ 中小企業

に関する特

別の助成 

(1) 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

(2) 事業協同組合等の施設の災害復旧に対する補助 

第 12条関係 

第 14 条関係 

４ その他の

財政援助お

よび助成 

(1) 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

(2) 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

(3) 市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

(4) 母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付け

の特例 

(5) 水防資材費の補助の特例 

(6) 罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 

(7) 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への

算入等 

(8) 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 

第 16条関係 

第 17 条関係 

第 19 条関係 

第 20 条関係 

 

第 21 条関係 

第 22 条関係 

第 24 条関係 

 

第 25 条関係 

※「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」の適用条項  
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(3) 局地激甚災害指定により適用される措置 

激甚災害によって生じた各種被害の状況に応じて、以下の措置が選択して適用される。 

ア 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（第３条、第４条） 

イ 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（第５条） 

ウ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例（第６条） 

エ 森林災害復旧事業に対する補助（第 11条の２） 

オ 中小企業に関する特別の助成（第 12 条） 

カ 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等（第 24条） 

 

６ 復旧事業の促進 

被災施設の被害程度、緊急の度合いに応じて、公共土木施設災害復旧費国庫負担法その他に

規定する緊急査定が実施されるよう必要な措置を講ずるとともに、復旧工事が迅速に実施でき

るよう努める。 

また、復旧事業の決定したものについては、緊急度の高いものから直ちに復旧に当たり、事

業実施期間の短縮に努める。 
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第３節 罹災証明書等発行要領 

計画の方針 

市は、災害救助法による各種の施策や市税等の減免を実施するに当たって必要とされる家屋等

の被害程度について、災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 54号）により、

被災者からの申請に応じて、遅滞なく、住家の被害そのほか市長が定める種類の被害の状況を調

査し、罹災証明書又は被害証明書を交付する。 

 

実施担当 

対策項目 課所室等 関係機関 

１ 発行手続 防災対策班、消防部、財政班、

産業企画班 

関係機関 

２ 証明の範囲 防災対策班、消防部、財政班、

産業企画班 

 

３ 手数料   

４ 証明書   

 

１ 発行手続 

市は、被害の概況を把握した後に必要な調査を行い、被災者の申請に基づき、罹災証明書等

を交付する。 

なお、現地調査と交付事務を分業体制とするなど、効率的な業務の実施に努める。 

 

(1) 区分 

ア 消防部：火災に関する罹災証明書 

イ 財政班：家屋の損壊等に関する罹災証明書 

ウ 産業企画班：農業施設等の被害に関する被害証明書 

エ 防災対策班：上記以外の被害に関する被害証明書 

 

(2) 交付申請の受付 

本庁舎に加え、状況に応じて各市民サービスセンターおよび消防庁舎の窓口において受付

するほか、窓口以外（郵送、メール、ファックス、電子申請等）での受付も行う。 

 

(3) 被害調査の実施等 

ア 罹災証明書 

消防部および財政班は、罹災証明書等の発行に先立ち必要な被害情報の調査を行う。こ
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の場合、専門的な確認等を必要とする時などにおいては、関係各部又は関係団体等の協力

を得て行う。 

その際、必要に応じて、航空写真、被害状況のわかる家屋の写真、応急危険度判定の判

定結果等を活用するなど、適切な手法により調査を実施する。 

また、家屋の被害認定は、状況に応じて全庁体制等により「災害の被害認定基準」等に

基づき、家屋の被害認定調査（１次調査・２次調査）を行うとともに、災害見舞金等その

他支援に必要な調査を併せて行う。 

 

表 ４－３－１ 災害の被害認定基準 

被害の程度 全壊 
大規模 

半壊 

中規模 

半壊 
半壊 準 半 壊 

準半壊に

至らない 

損害基準判定 

(住家の主要な構成要

素の経済的損害の住家

全体に占める損害割

合) 

50％以上 

40％以上 

 

50％未満 

30％以上 

 

40％未満 

20％以上 

 

30％未満 

10％以上 

 

20％未満 

10％未満 

 

イ 被害証明書 

産業企画班および防災対策班は、申請者等が提出する被害状況のわかる写真や資料等を

踏まえ、被害を証明する。 

 

(4) 被害認定調査結果の集約 

罹災証明書交付に係る被害認定調査の結果については、システム等により集約し、被災者

台帳として必要とする課所室と情報を共有して各種支援業務に活用する。 

 

(5) 罹災証明書等の発行 

消防部および財政班は、罹災証明書の交付申請に基づき、上記被害認定調査結果により発

行する。 

また、産業企画班および防災対策班は、被害証明書の交付申請に基づき、被害証明書を発

行する。 

 

(6) 被災者台帳の作成 

罹災証明書等の発行に基づき、証明書に基づいた継続的な支援状況の把握のため、被災者

台帳を作成する。 

支援業務の担当課所室は、証明書に伴う被災者支援の実施状況等についてシステム等に入

力し共有する。 
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２ 証明の範囲 

(1) 罹災証明書の証明項目 

罹災証明書は、災害対策基本法第２条第１号に規定する災害により被害を受けた家屋につ

いて、次の項目を証明する。 

ア 住家の損壊等に関する証明項目 

(ｱ) 全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らない（一部損壊） 

(ｲ) 流出、床上浸水、床下浸水 

(ｳ) その他 

イ 非住家の損壊等に関する証明項目 

(ｱ) 流出、床上浸水、床下浸水 

(ｲ) その他 

ウ 火災があった事実の証明 

 

(2) 被害証明書の証明項目 

家屋以外について被害を受けた事実の証明 

 

(3) 被害届出証明書の証明項目 

被害の状況について、市長に届出があったことの証明 

 

３ 手数料 

罹災証明書および被害証明書の証明手数料は、無料とする。 

 

４ 証明書 

罹災証明書等の書式は資料編に示す。 

◆資料編 32－９ 罹災証明書の書式 
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第４節 復旧・復興計画の作成 

計画の方針 

災害復旧計画では、被災した各施設（特に公共施設）の復旧において、復旧する施設の選定に

当たっては、災害の実情を精査し、緊急度の高い順に復旧に当たる計画とする。 

なお、再度の被害発生を防止するために必要と認められる場合は、改良復旧を行うことを検討

する。 

また、各地域の特性や被害実態に応じたきめ細かな復興を推進するとともに、災害発生以前に

も増して地域社会の活力を高めていく施策を展開していく。 

 

実施担当 

対策項目 課所室等 関係機関 

１ 災害復旧計画の作成 各班 関係機関 

２ 災害復興計画の作成 各班 関係機関 

３ 中長期における技術職員

の派遣要請 

各班  

 

１ 災害復旧計画の作成 

施設の管理者は、その被害状況に応じて復旧方針を定め、速やかに災害復旧計画を策定し、

早期に復旧を図る。 

また、被災施設等の復旧事業、災害廃棄物および堆積土砂の処理事業に当たっては、あらか

じめ定めた物資、資材の調達計画および人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、関係機

関が緊密に連携し、可能な限り迅速かつ円滑に実施するとともに、復興計画を考慮して、必要

な場合には傾斜的、戦略的実施を行う。 

 

(1) 公共土木施設災害復旧事業計画 

ア 河川災害復旧計画 

市内河川の特性を十分検討して災害の原因を調査し、再度災害防止を期するため改良的

な方法も勘案するほか、関連事業等を含めた一連の計画のもとに、復旧方式を定め、市予

算面あるいは、公共土木施設災害復旧対策事業費国庫負担法との調和を図りつつ復旧工事

を推捗させる。 

イ 海岸災害復旧計画 

被害の原因をよく調査し、堤防（護岸）の強度と背後施設の水害に対する強さの総合的

バランス等を十分勘案し、その安全性と施設によって防護される地域の経済効果等を加味

して、速やかに計画を作成する。 

ウ 砂防災害復旧計画 



第４章 災害復旧・復興計画 

第４節 復旧・復興計画の作成 

- 575 - 

 

河川上流部からの土砂礫の流出が下流部の災害発生原因となるため、砂防施設は治山治

水対策の基礎となる。したがって、河川上流部地域の砂防設備については、再度同様な災

害を被らない強度を有する工夫をもって復旧計画を作成する。 

エ 地すべり災害復旧計画 

被災原因を十分調査し、保全対象により復旧対策工の規模を決定し、速やかに復旧計画

を作成する。 

オ 急傾斜地災害復旧計画 

既存施設の復旧を図ることはもちろんのこと、急傾斜地の場合、隣接の自然斜面の崩壊

の可能性もあるので、一般事業等も含めて総合的な斜面対策として復旧計画を作成する。 

カ 道路災害復旧計画 

産業経済および市民生活の基盤となっている道路および橋梁の災害復旧は最も急を要す

るため、被災後、直ちに応急復旧工事に着手できるよう、自然災害の防除と併せて交通安

全の見地からみた工法による復旧計画とする。 

キ 港湾の災害復旧計画 

秋田港は物流拠点として重要な役割を担っている。また、港湾内には電力、石油、木材

関連、紙パルプなど様々な業種の企業（工場等）が立地し生産活動が行われている。よっ

て、災害で長期にわたり港湾機能が麻痺した場合、秋田市ならびに秋田県の社会・経済活

動全体に大きな影響を与えることになる。 

このため、港湾管理者は被災した港湾施設は早期に応急手当を施し、経済活動等に与え

る影響が最小限となるよう努めるとともに、抜本的な復旧対策が必要な施設については、

被災原因を詳細に調査し、各施設の性格に応じた適切な復旧計画を立案する。 

特に、原形復旧のみで機能を十分に発揮できない施設や再度被災のおそれのある施設に

ついては、改良も含めて復旧工法を検討する。 

ク 林地荒廃防止施設災害復旧計画 

治山事業による林地荒廃防止施設が被災した場合には、即刻調査の上、計画的に従前の

機能回復のための復旧計画を速やかに作成する。なお、必要な場合応急工事による対策を

進める。 

ケ 上下水道施設の災害復旧計画 

上下水道施設は、住民生活を支える重要なライフラインの一つであり、被災した場合は

早急に応急対策を実施し、住民への影響が最小限となるよう努める。本復旧は、被災規模、

施設の重要度、復旧の難易度等を勘案し復旧水準を定め、工期や経済性等の検討を行った

上で、速やかに復旧工事を実施する。 

 

(2) 農林水産施設災害復旧事業計画 

ア 農地農業用施設災害復旧計画 

農地の災害としては、河川やため池の氾濫越流や堤防決壊に起因した表土の流失又は水

とともに押し流された土砂の堆積、がけ崩れ、地すべり、さらに海岸堤防の決壊によって

生ずる農地の壊廃があげられる。 

また、農業用施設の災害は、用排水路の堤塘決壊、かんがい用井堰の流失、ため池堤防
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および農道の決壊等である。 

農地および農業用施設の災害については、現在まで原形復旧に重点をおいて復旧がなさ

れていたが、投資効果を十分発揮する上からも、今後はさらに被災の原因をよく探究し、

災害を繰り返さないようこれらを改良する関連事業も一連の計画として実施する必要があ

る。 

なお、農村地域防災減災事業として防災ダム事業、ため池等整備事業、地すべり対策事

業と総合関連を保ち積極的に推進し、災害を未然に防止する方法を講じる必要がある。 

イ 林道災害復旧計画 

林道は、多面機能を有する森林の適切な整備および保全を図り、効率的かつ安定的な林

業経営を確立するために必要不可欠な施設である。 

また、森林の総合利用の推進、山村生活環境の整備、地域産業の振興等にとって重要な

役割を果たしている。したがって、林道の被災による交通途絶は、適切な森林整備や林業

経営に支障を及ぼすほか、地域住民の生活に大きな影響を与えるため、早期の復旧が必要

である。特に、最近の車両の大型化、集中豪雨の多発等を考慮し、再被災を防ぐため各路

線の性格に応じた適切な復旧計画とする。 

ウ 農林水産施設災害復旧計画 

農業協同組合、農業協同組合連合会、森林組合、生産森林組合、森林組合連合会、又は

漁業協同組合および、その他営利を目的としない法人の所有する倉庫、加工施設、共同作

業場ならびにその他の農林水産業者の共同利用に供する施設で政令で定められたものが、

１か所の工事費用が 40万円以上の災害を受けた場合は、国庫補助を得て災害復旧の促進を

図る（暫定措置法）。 

 

(3) 社会福祉施設災害復旧事業計画 

社会福祉施設の復旧は、性格上緊急を要するので、工事に必要な資金は国・県の補助金お

よび福祉医療機構の融資を促進し早急に復旧を図る。 

この場合、施設設置場所の選定に当たっては、再度災害のおそれのない適地の選定および

構造等に留意した復旧計画とする。 

 

(4) 学校教育施設災害復旧事業計画 

日常多数の児童生徒を収容する学校施設の災害は、その生命保護ならびに正常な教育実施

のいずれの観点からみても、迅速かつ適切に復旧しなければならない。特に学校施設は非常

災害時において、しばしば地域住民の避難所となることもあるので、復旧計画の作成に当た

っては次の点に留意する。 

ア 災害の原因を究明し、再度の災害発生を防止するため必要に応じ改良復旧に努めるとと

もに災害防止施設も併せて実施するよう考慮する。 

イ 災害防止上特に必要があれば、設置箇所の移転等について考慮する。 

ウ 市は、市立学校の災害復旧について、必要があれば、県の技術指導を要請する。 

エ 市立学校施設の災害復旧については、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28 年法

律第 247 号）の規定に基づき復旧計画を推進する。 
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(5) 公立医療施設病院等災害復旧事業計画 

ア 公共病院診療所施設災害復旧事業 

公共の病院、診療所の災害については、起債対象事業として復旧を図る。なお、起債の

元利償還金については、普通地方交付税に算入される。 

イ 感染症指定医療機関災害復旧計画 

感染症の予防および感染症の患者に対する医療に関する法律に定める感染症指定医療機

関の災害については、一般的には同法の規定による補助を得て復旧を図るが、激甚法の適

用がなされた場合においては、これにより措置する。 

 

(6) 国、県による復旧工事の代行 

ア 特定大規模災害等における権限代行制度 

国および県は、著しく異常かつ激甚な災害が発生し、緊急災害対策本部が設置された災

害（以下「特定大規模災害」という。）等を受けた市長から要請があり、かつ当該地方公共

団体の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復興のため必要があると

認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、市長に代わって工事を行うことがで

きる権限代行制度により、被災地方公共団体に対する支援を行う。 

イ 市管理道路の災害復旧工事における権限代行制度 

国は、市管理道路およびその代替・補完路について、市から要請があり、かつ市の工事

の実施体制等の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又は機械力を要する工事で市に

代わって自らが行うことが適当であると認められるときは、その事務の遂行に支障のない

範囲内で、市管理道路の災害復旧に関する工事を行うことができる権限代行制度により、

支援を行う。 

ウ 市道の災害復旧工事における権限代行制度 

県は、県道又は自らが管理する道路と交通上密接である市道について、市から要請があ

り、かつ市の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、市に代わって自らが災害復旧等

に関する工事を行うことが適当であると認められるときは、その事務の遂行に支障のない

範囲内で、当該工事を行うことができる権限代行制度により、支援を行う。 

エ 河川災害復旧工事等における権限代行制度 

(ｱ) 河川の災害復旧工事等（市町村管理河川） 

国は、市長が管理の一部を行う指定区間内の一級河川又は二級河川以外の河川で市長

が指定したもの（以下「準用河川」という。）における河川の改良工事もしくは修繕又は

災害復旧事業に関する工事について、市長から要請があり、かつ市の工事の実施体制等

の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又は機械力を要する工事を市長に代わって

行うことが適当と認められるときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、市長に代

わって工事を行うことができる権限代行制度により、支援を行う。 

(ｲ) 河川の埋塞に係る維持 

国は、災害が発生した場合において、知事が管理の一部を行う指定区間内の一級河川

もしくは二級河川又は市長が管理を行う準用河川に係る維持（河川の埋塞に係るものに
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限る。）について、知事又は市長から要請があり、かつ県又は市における河川の維持の実

施体制等の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又は機械力を要する維持を知事又

は市長に代わって行うことが適当と認められるときは、その事務の遂行に支障のない範

囲内で、知事又は市長に代わって維持を行うことができる権限代行制度により、支援を

行う。 

 

２ 災害復興計画の作成 

災害により被災した市民の生活や企業の活動等の健全な回復（生活復興）には、迅速な被災

地域の復興（都市復興）が不可欠である。 

復興は復旧とは異なり、被災前の地域の抱える課題を解決し、被災を契機に都市構造や地域

産業の構造等をより良いものに改変する事業と位置付けられる。復興事業は、市民や企業、そ

の他多数の機関が関係する高度かつ複雑な事業である。これを効果的に実施するためには、被

災後速やかに復興計画を作成する。 

被害が大規模災害からの復興に関する法律（平成 25 年法律第 55 号）の規定に該当する場合

は、国が示す復興基本方針に則した計画を作成し、これに基づく復興を進める。 

 

(1) 事前復興対策の実施 

災害復興では、災害発生後の限られた時間内に、復興に関する意思決定、都市計画決定や

事業認可等の行政上の手続、土地区画整理や市街地再開発等の事業を行う上での人材の確保

や情報の収集等、膨大な作業を処理する必要がある。 

しかし、被災後の混乱期には、これらの作業が錯綜して円滑に行えない可能性があること

から、手続の流れや人材の確保等事前に確認しておけることや対応できることについては、

平常時から復興マニュアルとして整備しておく。 

ア 復興手順の明確化 

市は、過去の復興事例等を参考として、方針の決定、計画の策定、法的手続、市民の合

意形成等、復興対策の手順をあらかじめ整備しておく。 

イ 復興基礎データの整備 

市は、復興対策に必要となる測量図面、建物現況、土地の権利関係等の各種データをあ

らかじめ整備し、データベース化を図るよう努める。 

 

(2) 災害復興対策本部の設置 

市は、被害状況を速やかに把握し、災害復興の必要性を確認した場合に、市長を本部長と

する災害復興対策本部を設置する。 

 

(3) 災害復興方針・計画の作成 

ア 災害復興方針の作成 

市は、学識経験者、有識者、市議会議員、市民代表、行政関係職員により構成される災

害復興検討委員会を設置し、災害復興方針を作成する。災害復興方針を作成した場合は、
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速やかにその内容を市民に公表する。 

なお、災害復興を進めていく際には、この復興方針作成の段階はもとより、次に述べる

復興計画の作成から復興事業・施策の展開に至るまで、市民の意見を十分反映させる。そ

のために女性や、障がい者、高齢者などの要配慮者等の参画にも配慮する。 

イ 災害復興計画の作成 

市は、災害復興方針に基づき、具体的な災害復興計画の作成を行う。 

復興計画は、その範囲をどのように設定するかによって、大きく広義と狭義の２タイプ

が考えられる。前者（広義）は、市の総合計画的な性格を持ち、都市整備、産業、福祉等の

多岐にわたる領域での施策を復興計画として取りまとめるものであり、市のイメージ実現

に向けた計画的復興と言える。一方、後者（狭義）の復興計画は、都市整備に限定したも

のであり、さらに被災地域全体を対象とするものと、個別の被災地区別に取りまとめるも

のに分けられる。 

市において復興計画を作成する場合、このような計画のタイプを明確にし、事業手法、

財源確保、推進体制に関する事項を含めた適切な内容で構成する。 

 

３ 中長期における技術職員の派遣要請 

市は、災害復旧・復興対策の推進のため、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求め

る場合は、復旧・復興支援技術職員派遣制度の活用を検討する。 
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第５節 災害復興事業の実施 

計画の方針 

復興事業の実施に当たっては、専門家のほか、関係する市民の意向を十分に尊重するとともに、

女性や、障がい者、高齢者などの要配慮者等の参画にも配慮する。復興計画に基づき、関係する

主体との調整および合意形成を行い、計画的に事業を推進する。 

 

実施担当 

対策項目 課所室等 関係機関 

１ 災害復興事業の実施 各班  

 

１ 災害復興事業の実施 

災害復興は、市と県および国との密接な連携の中で実施しなければ、円滑な事業遂行は望め

ない。特に、都市計画決定や事業認可等行政上の手続を迅速に進めるためには、県との十分な

調整作業等が重要であり、また、復興に当たっての財源の確保等においては、国との調整等が

重要であるため、県および国との密接な連携のもとに事業を推進する。 

 

(1) 被災市街地復興推進地域の指定 

市は、被災市街地復興特別措置法（平成７年法律第 14号）第５条の規定により、都市計画

区域内に被災市街地復興推進地域を指定し、第７条の規定により建築行為等の制限等をする

ことができる。被災市街地復興推進地域の決定は、通常の都市計画決定の手続と同様の手順

で行う。 

指定の要件は次のとおりである。 

ア 大規模な火災、災害その他の被害により当該区域内で相当数の建築物が滅失したこと。 

イ 公共の用に供する施設の整備状況、土地利用動向等からみて不良な街区の環境が形成さ

れるおそれがあること。 

ウ 当該区域の緊急かつ健全な復興を図るため、土地区画整理事業、市街地再開発事業、そ

の他建築物もしくは建築敷地の整備、又はこれらと併せて整備されるべき公共の用に供す

る施設の整備に関する事業を実施する必要があること。 

 

(2) 災害復興事業の実施 

ア 専管部署の設置 

市は、災害復興に関する専管部署を設置する。 

イ 災害復興事業の実施 

市は、災害復興に関する専管部署を中心に、災害復興計画に基づき、県および国と連携
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して災害復興事業を推進する。 

 

(3) 代替え地域の指定 

市は、被災により機能を失った地域については、代替え地域を検討し、その指定を行う。 

 

(4) 一団地の津波防災拠点市街地形成施設 

市は、災害の規模により津波被災時に復興の拠点となる市街地が有すべき住宅、業務、公

益等の施設を一団の施設としてとらえた「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」を、必要

に応じて都市施設として都市計画に定める。 

ア 都市計画に定める主な事項 

(ｱ) 名称、位置および面積 

(ｲ) 配置する施設の種類とその位置および規模 

(ｳ) 建築物の高さ、容積率および建ぺい率 
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第６節 財政金融計画 

計画の方針 

災害予防、災害応急対策および災害復旧行政の実施は、関係機関等のすべてが、それぞれの立

場において分任するため、当然それに要する費用はそれぞれの実施機関が負担する。 

しかし、大規模な災害が生じた場合、市の通常の歳入では十分な対応ができない事態も生じる

ことから、法令の規定に基づき、又は予算上の措置により、財政負担の適正化のため所要の措置

を講ずる。 

 

実施担当 

対策項目 課所室等 関係機関 

１ 対策 財政班  

 

１ 対策 

(1) 費用の負担者 

ア 災害予防および災害応急対策に要する費用（災害対策基本法第 91 条） 

災害予防および災害応急対策に要する費用は、法令の特別の定めがある場合又は予算の

範囲内において特別の措置が講じてある場合を除き、その実施責任者が負担する。 

（注）：法令に特別の定めがある場合（県および国の費用負担） 

(ｱ) 災害救助法（第 18条、第 19条、第 20条、第 21条） 

(ｲ) 水防法（第 43条） 

(ｳ) 災害対策基本法（第 93条、第 94 条、第 95 条） 

(ｴ) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（第 58条、第 59 条、第 60

条、第 61条） 

イ 応援に要した費用（災害対策基本法第 92 条） 

実施責任者が他の地方公共団体等の応援を受けた場合、その応援に要した費用は実施責

任者である市長が負担する。なお、一時繰替え支弁を求めることができる。 

ウ 知事の指示に基づいて市が実施した費用（災害対策基本法第 93条） 

知事の指示に基づいて市が実施した応急措置のため要した費用および応援のために要し

た費用のうちで指示又は応援を受けた市に負担させることが困難又は不適当なもので災害

対策基本法施行令（昭和 37 年政令第 288 号）第 39 条で定めるものについては、国がその

一部を負担する費用を除いて政令で定めるところによって、県が一部又は全部を負担する。 

 

(2) 国が負担又は補助する範囲 

ア 災害応急対策に要する費用（災害対策基本法第 94条） 
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災害応急対策に要する費用は、別に法令に定めるところにより、又は予算の範囲内にお

いて、国がその全部又は一部を負担し、又は補助する。 

イ 特定災害対策本部長、非常災害対策本部長又は緊急災害対策本部長の指示に基づく応急

措置に要した費用（災害対策基本法第 95 条） 

特定災害対策本部長、非常災害対策本部又は緊急災害対策本部の指示に基づいて市長が

実施した応急措置のために要した費用のうちで、市に負担させることが不適当なもので政

令で定めるものについては、政令で定めるところにより、国がその全部又は一部を補助す

る。 

ウ 災害復旧事業費等（災害対策基本法第 96 条） 

災害復旧事業その他災害に関連して行われる事業に要する費用は、別に法令で定めると

ころにより、又は予算の範囲内で国がその全部又は一部を負担し、又は補助する。 

エ 激甚災害の応急措置および災害復旧に関する経費（災害対策基本法第 97条） 

国は著しく激甚である災害が発生した場合は、激甚法に規定されている事業に対し援助

する。（激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律の対象となる事業は、本

章第２節「５ 激甚災害に対する援助措置」参照） 

なお、局地激甚災害指定基準要綱により特定の市町村に係る局地的災害についても、激

甚法第２条にいう激甚災害と指定される。 

 

(3) 災害対策基金 

市は、災害対策に要する臨時的経費に充てるため地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）第

４条の３および第７条の積立についての規定ならびに地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 241 条の積立についての規定により、災害対策基金を積み立てる。 

 

(4) 起債の特例（災害対策基本法第 102 条） 

ア 住民税、使用料、手数料、その他の徴収金で総務省令で定められるものの当該災害のた

めの減免で、その程度および範囲が被害の状況に照らし相当と認められるものによって生

ずる財政収入の不足を補う場合 

イ 災害予防、災害応急対策又は災害復旧で、総務省令で定めるものに通常要する費用で、

市の負担に属するものの財源とする場合 

ウ 上記ア、イの場合において、災害対策基本法施行令第 43 条に定める地方公共団体に該当

し、激甚災害に指定された場合は、その発生した日の属する年度およびその翌年度以降の

年度で政令で定める年度に限り地方財政法第５条の規定に係わらず地方債をもってその財

源とすることができる。 

 

(5) 国の援助を伴わない災害復旧事業費 

激甚災害の復旧事業のうち、市の単独事業の経費が著しく過重と認められる場合は、別に

法律で定めるところにより、災害復旧事業費の財源に充てるため特別の措置を講ずることが

できる。 
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